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Ⅳ 特別調査事項

※本文中の数値については、グラフ（Ｐ２１以下）及びアンケート調査集計表（Ｐ２９以下）

を参照してください。

特別調査事項として、「取引先金融機関の貸出姿勢等」及び「ＴＰＰ（環太平

洋経済連携協定）」について聞いたところ、次のような結果となった。

（１）取引先金融機関の貸出姿勢等について

○ 現在の取引先金融機関の貸出態度は、１年前に比べて「厳しくなった」

が１１.９％で５.３ポイント減少し、３年連続で改善した。

○ 貸出態度が厳しくなったとする理由は、「新規貸出の拒否」（４９.４％）

が最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格化」（４１.１％）、「融資申込

額の減額」（２９.１％）、「審査期間の長期化」（２４.７％）となっている。

○ 金融機関に期待することは、「経営に役立つ情報提供」（３７.１％）が最

も多く、次いで「取引先紹介、販路開拓支援」（３５.８％）、「事業承継支

援」（１７.５％）の順となっている。

（２）ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）の交渉参加について

○ ＴＰＰに参加した場合、「良い影響があると期待」している企業は

１９.８％、「悪い影響があると懸念」している企業は１２.９％、「特に影響

なし」とした企業は３４.０％、「わからない」とした企業は３３.３％であ

った。

「良い影響があると期待」している企業を業種別にみると、製造業が

２７.０％と非製造業の１５.２％を１１.８ポイント上回っている。製造業

の中でも、「輸送用機械器具」が最も高く５０.０％であった。

○ ＴＰＰに対して期待することまたは懸念することは、「海外製品との競

争激化」（２０.０％）が最も多く、次いで「海外資本参入で競争激化」

（１５.０％）であり、懸念する声が上位を占めた。

また、期待する声としては、「海外からの商品等の調達が容易」が

１４.４％、「海外市場への参入が容易」は１１.０％であった。

なお、「現時点では不明」とする企業は５２.２％と半数を超えている。
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１ 「取引先金融機関の貸出姿勢等」について

（１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度 （集計表Ｐ４４参照）

全体では、８１．２％の企業が「ほとんど変わらない」とするなか、「厳しくなった」

が１１．９％で、前年に比べ５．３ポイント減少し３年連続で前年より減少した。

また、「緩やかになった」は６．９％となり、前年より１．７ポイント増加した。

6.9%

5.2%

4.6%

2.1%

7.7%

15.3%

22.1%

18.1%

16.3%

7.0%

81.2%

77.6%

75.1%

70.2%

79.8%

75.1%

70.4%

71.8%

65.6%

60.6%

11.9%

17.2%

20.3%

27.7%

12.5%

9.6%

7.5%

10.0%

18.2%

32.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年12月調査

平成22年12月調査

平成21年12月調査

平成20年12月調査

平成19年12月調査

平成18年12月調査

平成17年12月調査

平成16年12月調査

平成15年12月調査

平成14年12月調査

緩やかになった ほとんど変わらない 厳しくなった

「厳しくなった」とする企業の割合は、非製造業（１２.７％）が製造業（１０.８％）よ

りも１.９ポイント高かった。

業種別にみると、製造業では「家具・装備品」（２４．０％）、「食料品」（１４．９％）、

「パルプ・紙・紙加工品」（１３．２％）の順、非製造業では「不動産業」（２２．２％）、

「飲食店」（１９．０％）、「建設業」（１３．９％）の順になっている。
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（２）貸出態度が厳しくなったとする理由【複数回答】 （集計表Ｐ４５参照）

（１）で、貸出態度が「厳しくなった」と回答した企業に、その理由を聞いたところ、

全体では、「新規貸出の拒否」（４９.４％）が最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格

化」（４１.１％）、「融資申込額の減額」（２９.１％）、「審査期間の長期化」

（２４.７％）の順であった。

前年との比較では、「審査期間の長期化」（５.７ポイント）、「担保・保証条件の厳格

化」（4.8 ポイント）、「融資申込額の減額」（１.７ポイント）が増加した。

一方、前年より減少したのは「新規貸出の拒否」（５.５ポイント）、「繰上返済の要求」

（２.３ポイント）、「金利引き上げ」（１.６ポイント）であった。
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業種別にみると、製造業では「新規貸出の拒否」が５３.６％で最も多く、前年より

０.１ポイント減少した。「金利引き上げ」は１４.３％で前年より８.９ポイント減少した。

非製造業では、「新規貸出の拒否」が前年より８.６ポイント減少したものの、４７.１％

と最も多い。「審査期間の長期化」は２６.５％と前年より１０.５ポイント増加した。
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（３）金融機関に期待すること【複数回答】 （集計表Ｐ４６参照）
融資以外で金融機関に期待することはどのようなことか聞いたところ、「経営に役立つ

情報提供」（３７.１％）が最も多く、次いで「取引先紹介、販路開拓支援」（３５.８％）、

「事業承継支援」（１７.５％）、「経営改善のアドバイス」（１６.５％）の順となって

いる。また、「特になし」が３３.０％であった。
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業種別にみると、製造業では「取引先紹介、販路開拓支援」（４２.１％）が最も多く、

次いで「経営に役立つ情報提供」（３９.６％）、「事業承継支援」（２０.９％）、「経営

改善のアドバイス」（１７.９％）の順となっている。

非製造業では「経営に役立つ情報提供」（３５.５％）が最も多く、次いで「取引先紹介、

販路開拓支援」（３１.８％）、「経営改善のアドバイス」（１５.６％）、「事業承継支援」

（１５.４％）の順であった。
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２ ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）の交渉参加について

（１）ＴＰＰに参加した場合の影響 （集計表Ｐ４７参照）
「良い影響があると期待」している企業は１９.８％、「悪い影響があると懸念」してい

る企業は１２.９％、「特に影響なし」とした企業は３４.０％、「わからない」とした企

業は３３.３％であった。

製造業では２７.０％の企業が「良い影響があると期待している」と回答しており、

１５.２％だった非製造業を大きく上回っている。

15.2%

27.0%

19.8%

14.6%

10.1%

12.9%

32.8%

35.9%

34.0%

37.4%

27.0%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

製造業

全体

良い影響を期待 悪い影響を懸念 特に影響なし わからない

業種別にみると、「良い影響があると期待」している企業は、「輸送用機械器具」

(５０.０％)が最も多く、次いで「鉄鋼業・非鉄金属」(３９.１％)、「プラスチック製
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食店」（２７.３％）の順となり製造業が上位を占めた。

一方、「悪い影響があると懸念」している企業は、「食料品」(２０.４％)が最も多

く、次いで「繊維工業」(１７.５％)、「運輸業」(１７.３％)、「卸売・小売業」

（１７.１％）、「情報サービス業」（１７.０％）の順であった。
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（２）ＴＰＰ参加で期待または懸念すること【複数回答】 （集計表Ｐ４８参照）
ＴＰＰに対して期待することまたは懸念することは、「海外製品との競争激化」

（２０.０％）が最も多く、次いで「海外資本参入で競争激化」（１５.０％）であり、上位

は懸念する項目であった。

また、「海外からの商品等の調達が容易」が１４.４％、「海外市場への参入が容易」は

１１.０％と期待する項目は懸念する項目よりも下位であった。

なお、「現時点では不明」とする企業は５２.２％と半数を超えている。
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業種別にみると、製造業では「海外からの商品等の調達が容易」（１８.７％）が最も多く、

次いで「海外製品との競争激化」（１８.５％）、「海外市場への参入が容易」（１４.３％）

の順となっている。

非製造業では「海外製品との競争激化」（２１.２％）が最も多く、次いで「海外資本参入

で競争激化」（１９.１％）、「海外からの商品等の調達が容易」（１０.８％）の順であった。
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ＴＰＰ参加で期待または懸念すること（全体）【複数回答】

期待または懸念すること（製造業）【複数回答】 期待または懸念すること（非製造業）【複数回答】


